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当協会では，水稲用除草剤の効果の
安定と水田外への流出防止のため，散
布前後の水管理の徹底を啓発する活動
を行っています。

一般に，水稲用除草剤は，散布後有
効成分が水中に溶け出し，水田水を介
して水田土壌の表層に拡がって除草効
果を発揮します。このため，散布後に
止水し，水田外への成分の流出を防ぐ
ことは，除草効果を安定させるととも

に環境への影響を小さくすることにな
り，特に散布後 7 日間落水，かけ
流しをしないことが重要です。

この点について注意を促す内容の
キャンペーン広告を，会員会社の協力
を得て，水稲除草剤の散布時期に新聞
に掲載するとともに，当協会ホーム
ページでも紹介しています。こうした
適正使用キャンペーンは，平成 15 年

（2003 年）から毎年継続して実施し，

現在に至っています。
キャンペーン広告では，かけ流しを

させないための水管理法として，当協
会が推奨している「除草剤散布後水
田水がなくなるまで給水しない止水
管理」を平成 24 年（2012 年）より
紹介しています。これらの水管理法の
詳細については，当協会ホームページ

（https://www.japr.or.jp/tekisei/）を
ご覧ください。
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はじめに

世界平均気温は，産業革命以降の二
酸化炭素等温室効果ガス濃度上昇の影
響等により，上昇を続けている（IPCC 
2014）。今世紀末にかけては，シナリ
オによって異なるが，およそ 1 ～ 4℃
の上昇が予想されている。このため，
気温の影響を強く受ける農業分野で
は，気温上昇への対策技術の開発が喫
緊の課題となっている。

これまでに，農研機構の稲の分野で
は，稲が稔っていく登熟期間の高温に
耐える技術開発に係る研究に取り組
み，高温環境下で登熟しても，玄米外
観品質の低下が少なくなる追肥診断技
術及び収穫適期診断技術の開発や品種
の育成を行ってきた。また，最近筆者
らのグループでは，高温を利用すると
いった発想に立ち，長い生育期間を必
要とする再生二期作栽培で極めて高い
収量を得ることに成功した。今回は，
稲の分野における高温に耐える技術及

び高温を利用する技術について紹介す
る。

1. 高温に耐える技術

(1) 白未熟粒等の発生の影響

近年，登熟期の高温や日照不足によ
り，玄米が白色不透明化した白未熟粒
や玄米に亀裂の入った胴割粒等の被害
粒が多発している。白未熟粒や被害粒
歩合が高く整粒歩合が低い米は，検査
等級を決める際の品位，精米歩留まり
や炊飯米の食味等の低下を引き起こす
ため，生産者，実需者及び消費者といっ
た米のフードチェーン全体に影響を及
ぼす問題となっている。

(2) 高温登熟環境下でも白未熟粒
の発生を抑制できる追肥診断技術

高温で発生する白未熟粒は，白濁す
る部位によって分類される（図 -1）。
玄米は，胚に近い部位が基部，胚と同
じ側面が腹，その反対の側面が背とそ

れぞれ呼ばれている。整粒は全体が透
き通っているが，基部未熟粒は基部が
白色不透明化し，背白粒は背側の側面
が白色不透明化している。

基部未熟粒や背白粒は，登熟前半（出
穂から 20 日間）の平均気温が 26℃
を上回り（高温登熟），登熟期の葉色
が薄いと多発することが知られている

（森田 2011）。稲の栽培では，籾の数
を増やしたり，粒を大きくしたりする
ために，出穂およそ 20 ～ 5 日前に追
肥（穂肥）を行う。このため，登熟前
半の気温が高い中でも，十分な穂肥を
施用していれば，基部未熟粒や背白粒
の発生を抑制できる。　

そこで，筆者らのグループでは，基
部未熟粒等の発生特性と気象予報とを
組み合わせ，年次による気象の違いに
対応しつつ，基部未熟粒等の発生を抑
制する技術を開発した（森田 2015，
図 -2）。この技術では，出穂 20 ～ 5
日前の穂肥時に葉色を診断し，その時
点の気象予報（農研機構開発のメッ
シュ気象データ）で登熟前半が高温に
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図 -2　高温登熟環境下でも基部未熟粒の発生を抑制できる追肥診断図 -1　登熟期の高温で発生する基部未熟粒及び背白粒
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なると予想されれば，葉色に基づき穂
肥を増量し，反対に，常温～低温にな
ると予想されれば，慣行に基づいた穂
肥を施用する。こうした取り組みによ
り，高温登熟条件下でも基部未熟粒等
の白未熟粒歩合の低い米を生産でき
る。なお，元肥一発肥料を利用してい
る生産者には，穂肥の作業が加わるこ
とになるが，近年，水口から流し込み
できる肥料も開発・普及されているた
め，こういったものを利用すれば，大
きな負担にはならないと考えられる。

(3) 高温登熟耐性品種

農研機構九州沖縄農業研究センター
では，登熟期の高温や日照不足に耐性
を持つ「にこまる」を 2005 年に育成
し（坂井 2007），現在，長崎県，岡山県，
愛媛県，熊本県や大分県等において普
及が拡大している（図 -3）。「にこまる」
は，高温や日照不足といった不良登熟
環境下においても，乳白粒や心白粒等
の白未熟粒の発生が少なく，玄米外観
品質が優れている。

九州地域では，基幹品種の「ヒノヒ
カリ」を 6 月下旬に移植すると 8 月
下旬に出穂し，籾の中に澱粉が十分に
詰まった 10 月上旬に収穫する。全国
的に記録的な夏季の高温に見舞われた
2010 年の九州沖縄農業研究センター

（福岡県筑後市）における「ヒノヒカ

リ」の登熟前半の日平均気温（ほ場周
辺）は，平年に比べ 2℃も高い 28℃
に到達した。このため，九州を中心に
作付けされている「ヒノヒカリ」の 1
等米比率は平年値（最近 10 か年の平
均値）の 46% から 16％に低下した（図
-4）。しかし，「にこまる」の 1 等米比
率は平年値（60%）とほとんど変わら
ない 59％に留まり，実力を発揮する
ことになった。

九州各県では，高温登熟耐性品種の
さきがけとなる「にこまる」が育成さ
れた後，独自の耐性品種の育成が進
み，福岡県では「元気つくし」や「実
りつくし」，佐賀県では「さがびより」，
熊本県では「くまさんの力」や「くま
さんの輝き」，宮崎県では「おてんと
そだち」，鹿児島県では「あきほなみ」
や「なつほのか」等が育成され，現在，
普及が拡大している。なお，「実りつ
くし」及び「なつほのか」は，「にこ
まる」を片親として育成された品種で
あり，特に「なつほのか」は育成地の
鹿児島県だけではなく長崎県でも栽培
面積を拡大している。

農研機構では，「にこまる」を育成
した後，トビイロウンカ，いもち病及
び縞葉枯病といった各地で問題となっ
ている病害虫の抵抗性に関与するゲノ
ム情報を整備し，それを利用した育種
を進めてきた。その結果，高温登熟耐

性に縞葉枯病抵抗性を付与した「恋の
予感」（2014 年）及び「にじのきら
めき」（2018 年）や，高温登熟耐性
にトビイロウンカ，いもち病及び縞
葉枯病抵抗性を付与した「秋はるか」

（2017 年）等を育成することに成功
し，現在，普及面積が拡大している。

(4) 高温登熟環境下でも胴割粒の
発生を抑制する収穫適期診断技術

胴割粒は，登熟初期の気温が高く，
登熟期の葉色が薄く，収穫時期が遅れ
ると多発することが知られている（長
田ら 2004）。高温環境下で，初期の
澱粉の蓄積がうまく進まないことが関
係していると考えられる。

そこで，農研機構西日本農業研究セ
ンターでは，胴割粒の発生特性と気象
予報を組み合わせ，年次による気象の
違いに対応しつつ，胴割粒の発生を低
減する技術を開発した。胴割粒歩合が
10％を超えると精米歩留まりが低下
し始めるため，この技術では，この値
を超えると予想される日の前日を収穫
晩限日として知らせる仕組みになって
いる。出穂 15 日後から予測が可能で，
刈り遅れが防止できるようになり，高
温登熟条件下でも胴割粒歩合の低い米
を生産できる。

2. 高温を利用する技術

(1) 九州地域の稲の生育可能な期間
九州地域は，国内のほかの地域に比

べて，春や秋の気温が高く稲の生育可
能な期間が長い，すなわち，早く移植

図 -3　高温登熟耐性品種「にこまる」
　　　（宮崎県えびの市，農研機構坂井真氏提供）

図 -4　異常高温年に農研機構九州沖縄農業研
究センター（福岡県筑後市）で収穫さ
れた玄米

 （農研機構坂井真氏提供）
 無作為にサンプリングした玄米100粒
 について白未熟粒及び整粒に分類
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して遅く収穫できるといった特徴があ
る。このことに加えて，近年，地球温
暖化の影響で春や秋の気温も上昇して
おり，今後，生育可能な期間が一層長
くなると予想される。

(2） ひこばえを育てる再生二期作

国内で栽培されている稲は，多年生
の性質（稲は複数年にわたって生存す
る性質を持つが，国内では冬の寒さで
枯死してしまう）を持つため，収穫後
にひこばえ（植物の切株から再生して
出てくる芽）が発生する（図 -5）。ひ
こばえを栽培・収穫すると，その分だ
け収量が増えると考えられるが，収穫
に至るまでの十分な気温を確保するこ
とが必要である。再生二期作は，2 回
の収穫を要するものの田植えは 1 回
だけであり，2 回の田植えを行う二期
作に比べて低コストになる。また，1
回の田植えで 1 回の収穫を行う通常
の栽培と比べると，多収による低コス
ト化が期待できる。再生二期作は，こ
れまでに国内においても栽培事例があ
るが，近年育成された多収品種・系統
や最近の気象条件での収量性の検討等
は十分に行われていなかった。

そこで私たちの研究グループでは，
稲の生育可能な期間が長いといった九
州地域の地の利を活かした再生二期作
で，1 回目の稲の収穫時期や高さを工
夫することにより，1 回目の稲と 2 回
目の稲の合計でどれだけの収量が得ら

れるのかを，多収系統を用いて明らか
にした（Nakano et al. 2020）ので，
その研究成果を紹介する。

(3) 栽培管理

今回の試験は，九州沖縄農業研究セ
ンター（福岡県筑後市）の圃場におい
て，生育期間の気温が比較的高かった
2017 年及び 2018 年に，研究用に開
発された多収系統（インド型多収品種

「北陸 193 号」の生育期間を短く改良
した系統）を用いて行った。両年とも，
3 月中旬に苗箱に播種・生育させた苗
を 4 月中旬に移植し，1 回目の稲を 8
月中旬（早刈，出穂からの積算温度
900℃）又は下旬（遅刈，出穂からの
積算温度 1200℃）に地際から 50cm

（高刈）又は 20cm（低刈）の高さで
収穫した後，2 回目の稲を 11 月上中
旬に収穫した（図 -6，-7）。また出穂は，

1 回目の稲が 7 月中旬で，2 回目の稲
が 1 回目の稲を早刈すると 9 月上中
旬に，遅刈すると 9 月中下旬になった。
なお，稲体の窒素を常に高く保つため，
追肥を 1 ～ 2 週間毎（窒素成分量で
合計 37kg/10a）に行った。

(4) 1 回目の稲の収穫時期及び高さ
の影響

1 回目の稲を遅刈すると，1 回目の
稲は早刈に比べて登熟が良くなり，増
収した（図 -8，-9）。また，このとき
の 2 回目の稲は，早刈に比べて出穂
が遅れ，気温の低下により登熟が悪く
なったものの，非構造性炭水化物（澱
粉やショ糖等の栄養分）が増加し，僅
かな減収に留まった（図 -10）。この
ため，1 回目の稲と 2 回目の稲の合計
収量は，遅刈が早刈よりも多くなった。

1 回目の稲を高刈すると，2 回目の

図 -5　切株から発生してきた「ひこばえ」（緑
色の葉）

図 -6　再生二期作栽培における栽培管理方法（2017年及び 2018年）

図 -7　再生二期作栽培における1回目の稲の収穫直後及び2回目の稲の登熟中期の様子（2017
年及び 2018年）

1回目の稲収穫直後　　　　2回目の稲登熟中期

全体

正面
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稲は低刈に比べて非構造性炭水化物や
緑葉が切株に多く残った影響で籾数が
増加するとともに登熟も良くなり，増
収した（図 -8，-11）。
以上のことから，1回目の稲を十分
に成熟させた時期に地際から高い位置
で収穫することにより，1回目の稲と
2回目の稲の合計で多収（2年間の平
均で 1.36t/10a）となることが明らか
になった。なお，生育期間を通じて気
温が高く日射量が多かった 2018 年に
は，1.44t/10a の超多収が得られた。

(5) 切株に残る非構造性炭水化物
や緑葉の役割

今回の筆者らの研究グループの研究
結果やこれまでの研究報告から，栄養
分である非構造性炭水化物は，切株で
眠っている芽，すなわち，休眠芽の覚
醒を助けるのではないかと考えられ
る。また緑葉の役割については，明確
にされていないが，再生芽への窒素の
供給源となるとともに，光合成を行っ
て炭水化物を蓄え休眠芽の覚醒を助け
ているのではないかと考えられる。現
在，私たちの研究グループでは，緑葉
の役割を明らかにするために，圃場試
験を行っている。

(6) 今後の普及に向けて

今後，筆者らの研究グループでは，
今回得られた知見を基に施肥技術の開

発を行った後，現地実証試験を行い，
加工用米や業務用米の画期的な低コス
ト生産技術として九州地域を中心に普
及させていく計画である。また，地際
から 50cmの位置で刈り取ることは，
汎用型コンバインでは可能だが，自脱
型コンバインでは困難である。しかし，
自脱型コンバインでも，10cmよりも
20cm，20cmよりも 30cmと高くし
た方が 2回目の稲の多収が得られる
と考えられる。
本成果は，地球温暖化の進行に対応

した画期的な農業技術であり，今後の
世界食料需給の逼迫が予想される中で
の米の安定供給や，国内の加工用米や
業務用米の低コスト生産への貢献が期
待される。そのほか，再生二期作で
は，自然災害等に伴う国内外の米の需
要に応じ，二期作目の実施の要否を判
断することもできると考えられる。ま
た将来的に，地球温暖化に伴う気温の
上昇が続くと考えられるので，再生二
期作の収量の増加や適地拡大が予想さ
れる。

図 -8　再生二期作における 1回目の稲の収
穫時期及び高さが 1回目の稲及び 2
回目の稲の収量に及ぼす影響（2017
年及び 2018年）

澱粉が充実していない籾

＼
／

澱粉が充実した籾

＼
／

出穂
登熟：不良

早刈
登熟：良

遅刈

図 -9　再生二期作における1回目の稲の収穫時期が収量に及ぼす影響の概念図

図 -10　再生二期作における1回目の稲の収穫時期及び高さが切株の非構造性炭水化物及び緑葉
の面積に及ぼす影響（2017年及び 2018年）

図 -11　再生二期作における1回目の稲の収穫高さが収量に及ぼす影響の概念図

高刈 低刈
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増加するとともに登熟も良くなり，増
収した（図 -8，-11）。
以上のことから，1回目の稲を十分
に成熟させた時期に地際から高い位置
で収穫することにより，1回目の稲と
2回目の稲の合計で多収（2年間の平
均で 1.36t/10a）となることが明らか
になった。なお，生育期間を通じて気
温が高く日射量が多かった 2018 年に
は，1.44t/10a の超多収が得られた。

(5) 切株に残る非構造性炭水化物
や緑葉の役割

今回の筆者らの研究グループの研究
結果やこれまでの研究報告から，栄養
分である非構造性炭水化物は，切株で
眠っている芽，すなわち，休眠芽の覚
醒を助けるのではないかと考えられ
る。また緑葉の役割については，明確
にされていないが，再生芽への窒素の
供給源となるとともに，光合成を行っ
て炭水化物を蓄え休眠芽の覚醒を助け
ているのではないかと考えられる。現
在，私たちの研究グループでは，緑葉
の役割を明らかにするために，圃場試
験を行っている。

(6) 今後の普及に向けて

今後，筆者らの研究グループでは，
今回得られた知見を基に施肥技術の開

発を行った後，現地実証試験を行い，
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ト生産技術として九州地域を中心に普
及させていく計画である。また，地際
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型コンバインでは困難である。しかし，
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た将来的に，地球温暖化に伴う気温の
上昇が続くと考えられるので，再生二
期作の収量の増加や適地拡大が予想さ
れる。
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中野：特集・地球温暖化が及ぼす作物や雑草への影響　7
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農業経営の継承に関する意識・意向調査
　統計データから

表 -1　経営継承の意向及び後継者の有無

農業経営の継承に関する意識・意向調査は，令和 2 年 8 月
に，認定農業者のいる農業経営体（家族経営体）の経営主であ
る 60 歳代の農業者を対象に実施し，690 人から回答を得た結
果である。

現在の経営を継承する（他者に引き継ぐ）意向について（表
-1）は，「経営資産の全体または一部を継承する」と回答した
割合が50.1％と最も高く，次いで「決めていない」の34.6％，「何
も継承しない」の 7.8％の順である。また，継承する意向があ
る者において，「後継者が決まっている（本人の同意を得てい
る）」と回答した割合が 40.1％，「後継者は決まっていない」
と回答した割合が 9.9％となっている。

後継者の属性では「同居の子」が 72.9％，「非同居の子」が
23.5％であった。「後継者は決まっていない」と回答した農業
者のうち，「候補はいる」との回答は 72.1％で，「子（同居）」
36.7％，「子（非同居）」34.7％である。ただし，候補者に経

営継承の同意を得られると考えているかとの質問には，「現状
のままで可能」は 29.4％にとどまり，「現状のままでは難しい」
が 63.2％となった。その理由でもっとも多かったのは「農業
所得が不足している」で 76.7％。次いで「施設・機械が老朽
化している」が 34.9％となっている。

次に，経営資産の全体または一部を継承する意向がある者に
おいて，後継者に継承したい資産は，「農地」と回答した割合
が 94.8％と最も高く，次いで「施設・機械等の有形資産」の
86.4％，「生産技術・ノウハウ」の 61.0％の順であった（表
-2）。

また，経営を継承しない意向の者の理由については，「地域
に農地の受け手となりうる農業者がいないため」と回答した割
合が 29.6％と最も高く，次いで「地域に農地の受け手となり
うる農業者はいるが，これ以上農地を引き受けきれない状態の
ため」の 24.1％となっている。　　　　　　　　　（K. O）

表 -2　後継者に継承したい資産

計 後継者は決
まっている

後継者は決
まっていな

無回答

⼈ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
690 50.1 40.1 9.9 0.1 7.4 7.8 34.8

表ー１  経営継承の意向及び後継者の有無

区分 回答者数

農業者

経営資産の全体または⼀部を継承する
農地のみ継承

何も継承し
ない

決めていない

区 分 回答者数 農 地
施設・機械
等の有形資

産

⽣産技術・
ノウハウ

販 路

⽣ 物
（乳⽤⽜、
繁殖⺟豚・
樹体等）

従業員 その他 無回答

⼈ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

346 94.8 86.4 61 37.9 16.8 9.2 0.9 0.6農業者

表ー２ 後継者に継承したい資産
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表ー２ 後継者に継承したい資産


